
書類の窓口提出日

農地法第３条第１項の規定による許可申請書

令和 ○○年 ××月 △▼日

和光市農業委員会会長 様

譲受人 氏名 和光 太郎 ㊞

譲渡人 氏名 新倉 次郎 ㊞

下記農地(採草放牧地)の[所有権・賃借権・使用貸借による権利・その他使用収益権（ ）]を[移転・設定（期間 年）]をしたいので、

農地法第３条第１項に規定する許可を申請します。

（記載要領）

１．申請者が法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載し、定款又は寄付行為の写しを添付してください。

２．競売、民事調停等による単独行為での権利の設定又は移転である場合は、当該競売、民事調停等を証する書面を添付してください。

３．［５ 権利を取得する物又はその世帯員等の状況］の世帯員等とは、住居及び生計を一にする親族並びに当該親族の行う耕作又は養畜の事業に従事するその他の 2進党内の親

族をいいます。また、農作業経験等の状況とは農作業暦や、農業技術集学暦の年数等を記載してください。

４．［７］は該当する場合のみ、「別紙のとおり」と記載してください。清算法人としての事業等の概要を記した別添書類の記入をしていただきます。

１．申請者の氏名、住所 申請者 氏 名 年 齢 住 所 備 考

譲受人 和光 太郎 ５０ 和光市広沢１－５

譲渡人 新倉 次郎 ６８ 和光市諏訪原３－１

２．土地の所在、地番、地

目、面積、対価等
土地の所在 地 番

地 目
面積(㎡)

対 価、賃料等

の額(円)／10ａ

所有者の氏名又は

名称

所有権以外の権利の設定

登記簿 現況 権利の種類 権利者の氏名

新倉９丁目 1111－1 畑 畑 1,000 ＊＊＊＊円

以下余白

計 1,000 ㎡（田 ㎡ 畑 1,000 ㎡ 採草放牧地 ㎡）

３．権利を設定、移転しよ

うとする事由の詳細
譲受人 農業経営の規模を拡大したいため。

譲渡人 高齢により農業従事が困難となっており、経営規模を縮小するため。

４．権利を設定、移転しよ

うとする契約の詳細
農地取得の意向があった譲受人との間で合意に達したため、当該申請地を譲渡する申請書を提出する。

５．権利を取得する者又は

その世帯員が、現に所有

し、又は使用収益権を有

する農地及び採草放牧

地の状況

所

有

地

田 畑 樹園地 小計 採草放牧地 計

自作地 1,500 ㎡ 7,500㎡ ㎡ 9,000 ㎡ ㎡ 9,000 ㎡

貸付地 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

土地の所在地 地番
地目

面積（㎡） 状況・理由
登記簿 現況

非耕作地

使
用
収
益
権
を
有
す
る
農
地

田 畑 樹園地 小計 採草放牧地 計

自作地 ㎡ 1,000 ㎡ ㎡ 1,000 ㎡ ㎡ 1,000 ㎡

貸付地 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

土地の所在地 地番
地目

面積（㎡） 状況・理由
登記簿 現況

非耕作地

６．権利を取得しようとす

る者又はその世帯員の

行う耕作又は養畜の事

業に必要な農作業への

従事状況、雇用労働力の

状況等

氏 名 年 齢 申請者との 農業従事日数 農作業経験等の状況

世

帯

員

和光 太郎 50 本 人 300 日 農業従事歴３０年

和光 花子 50 妻 250 日 農業従事歴２５年

和光 一男 23 子 200 日 農業従事歴５年

和光 菜子 23 子の妻 50 日 農業従事歴１年

日

常雇 日

季節雇・臨時雇 年間延日数 日

世帯員等の住所地から申請地までの平均距離（通作距離） 1.5 Km

７．信託の引受け該当有無 有 ・ 無 ８．権利を取得する者が法人である場合、その構成員等の状況

９．権利を取得しようとす

る者及びその世帯員の農

機具及び家畜の保有状況

農 機 具 家 畜

種 類 トラクター 散播機 散水機

数 量 １ １ １

10．転貸が認められる場合への該当の有無 有（該当事由の詳細については別紙※）・無

11．農地法第３条第３項への該当の有無 有（該当事由の詳細については別紙※）・無

捨 印 捨 印

該当する権利の種類を

丸で囲む。

登記簿等を参考に土

地の情報を記入する。

自作している農地、

貸付けている農地

の面積をそれぞれ

記入する。

現在耕作していない土

地がある場合、その事

由を含めて記入する。

賃借・使用貸借等で

借受けて使用してい

る土地がある場合、

状況を記入する。

農業に従事してからの年数の他、農業大学

などでの就学経験があれば記入する。

書ききれない場合は、申請地で使

用する予定の機械を中心に、主な

物の種類と数量を記入する。

記入例



別紙

農 地 法 第 ３ 条 第 ３ 項 に 係 る 追 加 記 載 事 項

譲受人 ㊞

（記載要領）

１．権利を取得しようとする者が、農業生産法人以外の法人である場合、又は、その者又はその世帯員等が

農作業に常時従事しない場合には、許可申請書に加えて、本書類の記載をお願いします。

２．[１]については、適正に農地が管理されない場合に農地貸借契約の解約ができること・農地を明け渡す

際の原状回復に関すること・原状回復がなされないときの損害賠償及び中途の契約終了時における違約

金支払い等についてなどの項目が契約上明記されているかを、実際の契約書で確認させていただきます。

３．[３][４]については、譲受人が法人である場合のみ記載をお願いします。

１．適正な利用を確保する為の

条件について 別紙契約書のとおり

２．地域との役割分担の状況

地域の農業における他の

農業者との役割分担につ

いて、具体的にどのよう

な場面でどのような役割

分担を行うのかを記載し

て下さい。

３．その法人の業務を遂行する

役員うち、その法人の行う耕

作又は養畜の事業に常時従

事する者の氏名及び役職等

氏 名 役 職 農作業に参画・従事する期間

４．その法人が耕作又は養畜の

事業を行う期間 月 ～ 月

捨 印 捨 印

この様式は、農地法第３条第３項に基づく許可申請をする場合のみに提出が

必要となります。


